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は　じ　め　に

国際協力機構（JICA）は、技術協力事業とともに、海外で発生する大規模な自然災害やガス爆発な

どの人為的な災害に対して、被災国政府等から日本政府への援助要請に基づいて国際緊急援助隊の

派遣や緊急援助物資の供与などの国際緊急援助事業を実施しています。

JICA国際緊急援助隊事務局では、現行の技術協力事業評価ガイドラインを参考に、1999年のトル

コ及び台湾での地震災害、また、2000年３月のモザンビークでの洪水災害について試行的に国際緊

急援助隊救助チーム及び医療チームに関する現地評価調査を実施し、2003年３月に「国際緊急援助

隊評価ガイドラインSTOP the pain」を策定しました。

迅速性（Speed）、被災者ニーズへの対応（Target group）、活動の効率性（Operation）及び認知度

（Presence）という国際緊急援助隊派遣事業独自の評価４項目（STOP）を用い、隊員自身による自己

評価、当事務局による内部評価、そして外部有識者による外部評価という３段構えによる評価方法

が同ガイドラインの特徴です。

本報告書は同ガイドラインに基づく初の評価報告書です。今後の国際緊急援助隊救助チーム及び

医療チームのより効果・効率的な活動に向けての弛まぬ改善を進めるため、また、被災地で展開さ

れる日本の国際緊急援助隊の実際の姿を国民に報告する責務を果たすため、今般、本報告書を作成

しました。

本報告書が、JICAの国際緊急援助体制の拡充及び改善のみならず、国内の人道緊急支援にかかわ

る他の組織やNGO等の団体の方々の今後の救援活動の参考となれば幸甚です。

　2004年４月

独立行政法人　国際協力機構

国際緊急援助隊事務局

局長　木村　信雄
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１．案件の概要�

先方関係機関：�

協力金額（評価時点）：約222,296,000円�

援助形態：国際緊急援助隊救助/医療チーム�

�

１－１　協力の背景と概要�

　アルジェリア民主人民共和国（以下「アルジェリア」と記す）において2003年５月21日19：44（日本

時間22日03：44）、首都アルジェ東方50kmのブーメルデス県を震源にマグニチュード6.7、深さ約10km
の地震が発生し、アルジェ県、ブーメルデス県を中心に甚大な被害が生じた。�

　アルジェリア政府は災害対策委員会を招集し、捜索救助活動を展開するとともに、我が国に対しても

支援（救助チーム及び医療チーム）を要請した。�

�

１－２　協力内容�

（１）上位目標�

　我が国とアルジェリア国との友好関係が維持・増進される。�

�

（２）プロジェクト目標�

　アルジェリア国地震災害における人的（肉体的・精神的）被害が軽減される。�

�

（３）成　果�

（救助チーム）�

　１）救助チームが迅速に現場に到着する。�

　２）被災者のニーズに合った救援活動が展開される。�

　３）チームの救援活動が広報される。�

（医療チーム）�

　１）チームが迅速に派遣される。�

　２）被災者のニーズに合った救援活動が展開される。�

　３）チームの救援活動を通じ日本のプレゼンスが認められる。�

�

（４）投入（評価時点）�

　日本側：�

　　救助チーム人員　61名　救助用資機材�

　　医療チーム人員　22名　医療用資機材、医薬品�

協 力 期 間 �

２．評価調査団の概要�

調 査 期 間 �

調 査 者 �

評価調査結果要約表�



３．評価結果の概要�

３－１　実績の確認�
　JICA国際緊急援助隊事務局による情報整理のほか、外部有識者を団員に加えた現地評価調査を実施し
た。�
�
３－２　評価結果の要約�
（１）Speed（迅速性）�
　救助チームは外務省による派遣命令から24時間以内に出発すること、発災から72時間以内に救助活動
を開始すること、また、医療チームでは派遣命令から48時間以内に本邦を出発することをひとつの迅速
性の指標にしているが、今回の派遣ではこの指標は達成しており、チームの派遣は迅速であった。�
�
（２）Target groups（被災者ニーズとの合致）�
　最も被害の大きいゼンムリ地区を活動サイトとし、被災民のニーズと合致していた。�
�
（３）Operation（活動効率性）�
　救助チームについては地理的な制約、チーム規模を考慮すると能力以上の救援活動を実施したといえ
る。医療チームについては、１日平均200人以上の患者を診察し効率的に活動を行った。�
�
（４）Presence（プレゼンス/認知度）�
　アルジェリア国行政側関係機関及びUN機関の関係者及び地域被災民の認知度も高く、プレゼンスは高
かった。�
�
３－３　効果発現に貢献した要因�
（１）計画内容に関すること�
　携行機材の整備、通信班の配置、救助チーム医療班の随行、医師隊員の専門分野（災害医療・小児科
が含まれていたこと）、女性医師の存在�
�
（２）実施プロセスに関すること�
　警備員等による警備、救助チーム医療班による医療チームサイト視察、通訳の確保、隊員間の適切な
業務分担、医療チームのアナウンスボード�
�
３－４　問題点及び問題を惹起した要因�
（１）計画内容に関すること�
　日－仏通訳の不在、医師隊員の専門性（皮膚科・眼科疾患等が含まれていなかったこと）�
�
（２）実施プロセスに関すること�
　現地災害対策本部Local Emergency Management Agency（LEMA）及び国連現地活動調整センター
（OSOCC）等で収集した情報の隊員への共有が不徹底であったこと、患者データの統計作成、カルテの
日本語記載�
�
３－５　結　論�
　救助チーム、医療チームともに効率的な活動を行い、被災民の人的被害を軽減するとともに、その認
知度も高く両国の友好関係の増進に大いに寄与した。�
�
３－６　提　言�
　チーム内での情報共有が一部不徹底であったが、隊員全員がチーム全体の動きを認識しておく必要が
ある。患者データの統計作成やカルテの日本語記載（現地への引継ぎが困難）についても隊員間で業務
分担、作業方法の統一化実施するなどが望まれる。�
�
３－７　教　訓�
　治安に問題のある地域での活動については、赤十字・赤新月社などに代表される現地の支援団体との
協力関係を模索する必要がある。また、緊急援助、復興、開発というサイクルを考慮すれば、緊急援助
と開発援助を初期の段階から連動させるべきである。�
�
３－８　フォローアップ状況�
　国際緊急援助隊専門家チームを派遣し耐震構造についての助言等を実施した。�

�
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第１章　評価の枠組み

１　評価の目的

「国際緊急援助隊評価ガイドラインSTOP the pain」（以下、ガイドライン）において設定している

評価の目的は次の２つです。

（1）事業改善を進めるため

評価を通じ問題点や教訓、提言を導き出し、国際緊急援助隊事業の改善に向けての具体的な

アクションにつなげます。

（2）説明責任を果たすため

日本の国民に対し国際緊急援助隊事業の結果を説明・報告する責任（アカウンタビリティー）

を果たします。日本からの人員、資機材、及び資金などの投入資源、現地での活動内容、成果

などについて評価の結果を国民に広く公開し、国際緊急援助隊事業の実際を伝えるとともに理

解と支持を得るよう努めます。

２　評価項目／STOP４項目

ガイドラインでは、他の国際機関や援助機関で採用している緊急災害援助に係る評価項目を参考

にして緊急援助隊独自の評価項目／STOP４項目を採用しています。

各評価項目は次のとおりです。

（1） Speed：迅速性

国際緊急援助隊の派遣決定から出国までに必要な諸手続き及び準備作業、また、被災国の空

港到着後活動サイト到着までの移動、活動開始までなどについていかに迅速に遂行したかとい

う視点で評価します。

（2） Target groups：被災者ニーズとの合致

救助、医療のチームの別にかかわらず、被災者のニーズをしっかり捉えて、それに的確に対

応した救援活動の内容だったかという視点で評価します。

（3）Operation：活動効率性

投入資源（ヒト／隊員、モノ／資機材など）をいかに無駄なく活用し、活動の成果に結びつけ

たかという視点で評価します。現地災害対策本部Local Emergency Management Agency

（LEMA）や他機関との調整活動や活動中の安全配慮なども含まれます。

（4）Presence：認知度

チームの活動及び成果が、現地の被災者を含む一般の人々、政府、及び他の国際／援助機

関、そして活動の支援母体である日本の国民にしっかりと認知されていたかという視点で評価

します。
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３　評価の手法

（1）活動計画概要表

派遣の目的、投入資源（隊員、資機材、経費等）、活動内容及び成果等をまとめた活動計画概

要表（Project Design Matrix：PDM）を作成し、派遣前に隊員に配布し、派遣の目的等について

隊員間で認識を共有したうえで、救援活動に従事します。

（2）評価調査票

上記のPDMに基づいて、評価に必要な情報を収集するための調査表を作成し、派遣前に隊員

に配布します。

（3）Pre-departure review

災害の発生からチームの派遣に至るまでの事務局による情報収集、人員確保、携行機材の準

備、フライトの確保、渡航手続きなどの一連の作業の迅速性を検証します。

（4）Mission review １

チームの現地到着後から帰国までの活動についてreviewします。具体的には、毎日のチー

ム・ミーティング記録、活動終了時の活動総括、帰国隊員アンケート結果、活動報告書などに

基づいて活動を振り返ります。

１）チーム・ミーティング

チームは毎日その日の活動をreviewし、活動日報として記録し、翌日の活動の改善に向け

てのフィードバック事項を隊員間で確認します。

２）活動報告

チームは活動終了後、現地にて活動の全期間をreviewしたうえで、活動総括として取りま

とめます。活動総括には、①活動実績、②問題点の把握と今後の活動の改善に向けての教

訓・提案、③活動の評価に必要なデータ及び情報の収集などが含まれます。チームはこれら

を簡潔にまとめて被災国のLEMAへ報告します。

３）帰国隊員アンケート

評価調査表の質問事項に基づいて活動終了後に全隊員に対してアンケート調査を行いま

す。

４）活動報告書

事務局はチーム帰国後、速やかに活動報告書を作成します。

（5）Mission review ２

チームが帰国する時点では、被災状況等について詳細なデータや情報を入手するのが困難な

ため、帰国後６か月くらいを目安に、在外公館やJICA事務所を通じて当該情報・データを収集

します。事務局では、上記（３）、（４）の結果及び右情報・データに基づき、上記の緊急援助隊

評価項目（STOP４項目）に従って評価し、報告書として取りまとめます。
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（6）外部評価

（４）Mission review １と（５）Mission review ２の結果を踏まえ、大学、マスコミ、NGO関

係者などいわゆる外部有識者に対して、現地調査も含めて外部評価を依頼します。

事務局は（５）とともに取りまとめて、案件ごとに評価報告書を作成します。

　

４　評価結果のフィードバック

国際緊急援助隊の評価には、事業改善のためのフィードバックとともに国民の理解と支持を得

るためのフィードバックという２つの目的があります。

（1）事業改善に向けてのフィードバック

事業改善のためのフィードバックは、災害発生からチームの派遣、現地での救援活動、帰

国、そして結果の報告というプロセスのなかで得られた多くの知見や教訓を国際緊急援助隊事

業の実施体制や具体的な事業の改善、あるいは次回以降のより効果的な事業の実施に向けて実

際に役立てる作業です。

また、国際緊急援助隊の評価結果から得た種々の教訓や提言は、チーム関係者や事務局等の

関係者の間だけでなく、他の国内の災害援助にかかる他の団体やNGOなど広範な関係者の間に

も共有され、長期的にはそうした知見や経験、教訓がオールジャパンとして災害援助にかかる

国際協力のキャパシティ向上につながります。

そのために、事務局では国際緊急援助隊チームを派遣した後にタイミングよく報告会やセミ

ナーの開催、報告書の配布、災害援助関係の学会での発表、また、JICAホームページへの掲載

など様々なメディアを通じて評価結果から得た知見や経験などを公開します。

（2）国民へのフィードバック

事業改善のためのフィードバックに加えて国際緊急援助隊評価のもうひとつの目的は、しっ

かりとチームの救援活動とその評価結果を我が国の国民に説明し、事業実施者としてのアカウ

ンタビリティーを果たすことです。

アカウンタビリティーの要件としては、事業の目標が明確であること、組織の意志決定プロ

セスの透明性があること、人員や機材などの投入資源の活用や実績が正確に把握されているこ

となどが含まれます。これらを満たした評価情報を国民の誰もが入手できるような手段で公開

する必要があります。

広く国民に対して情報を公開する手段としてはインターネットの活用が効率的かつタイム

リーです。事務局はJICAのホームページを通してタイミングよく国民に対して情報を公開しま

す。

JICAからの情報提供のタイミングは次のとおりです。
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第１報　タイミング：チーム派遣直後

公開情報　：被災状況、チーム概要（派遣日時、人員、機材、経費概算など）

第２報　タイミング：チーム帰国直後

公開情報　：活動総括と実績

第３報　タイミング：チーム帰国後６か月～１年以内（外部評価終了後）

公開情報　：評価報告書要旨
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第２章　事務局による評価

 1　災害概要

（1）災害状況

アルジェリア民主人民共和国（以下「アルジェリア」と記す）において2003年５月21日19：44（日

本時間22日03：44）、首都アルジェ東方50kmのブーメルデス（Boumerdes）県の山間部を震源

に、深さ約10km、マグニチュード6.7の地震が発生し、アルジェ県、ブーメルデス県などに甚

大な被害が生じました。被害に関する内務省の公式記録は次のとおりです。

－死　者 2,278 名

－負傷者 10,450 名

－家屋喪失 208,000 棟

－被災家族 44,000 家族

（2）アルジェリア政府の対応

５月22日、ブーテフリカ大統領は現地視察を行ったうえ、災害対策委員会を招集し、首相、

内相等の指揮下、捜索・救助活動を展開。同日６時30分、デュンリル内務省次官、シュルハ同

省官房長から在アルジェリア今村臨時代理大使に対し国際緊急援助隊等の緊急支援の要請があ

り、同23日、同国政府から日本に対して国際緊急援助隊医療チームの派遣についても要請があ

りました。

２　チーム活動概要

 《救助チーム》

（1）派遣までの経緯

５月22日、外務省はアルジェリア政府からの要請を受け、同日に財務省との協議を経て国際

緊急援助隊救助チームの派遣を決定し、JICAに派遣を命令しました。

（2）派遣期間：平成15年5月22日から５月29日まで（８日間）

（第２陣は５月23日から７日間）

（3）チーム構成（計61名）

団　長  1名（外務省）

副団長  4名（警察庁、消防庁、海上保安庁、JICA）

中隊長  1名（消防庁）

通　信  2名（警察庁）

救急救助 42名

救急医療  4名

業務調整  7名
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（4）携行機材

捜索救助資機材、通信機器等約５トン

（5）経費（派遣経費、携行資機材費等）

約133百万円

（6）活動サイト

首都アルジェより東方60kmのブーメルデス県ゼンムリ（Zemmouri）市の海岸沿い６階建ての

ホテル「コンプレックス ・ル・ ロータス」の倒壊現場。

（7）活動成果

－５月23日23時59分（日本時間24日７時59分）、生存者は１名（21歳男性、ホテル従業員）を倒

壊したホテルから救出

－同サイトにて５名の遺体を救出

《医療チーム》

（1）派遣までの経緯

2003年５月22日外務省はアルジェリア国政府からの要請を受け、５月24日に財務省との協議

を経て、同日、国際緊急援助隊医療チームの派遣を決定し、JICAに派遣を命令しました。

（2）派遣期間：平成15年５月25日～６月７日まで（14日間）

（3）チーム構成（計22名）　　　　　

団　長 １名（外務省）　　 　　　　　　　　 　

副団長 ２名（医師、JICA）

救急医療 ３名（医師）　　　　　　　　　　　

チーフナース １名（看護師）　　　　　　　　

救急看護 ６名（看護師）　　　　　　　　　　

薬剤管理 １名（薬剤師）　　　　　　　　　　

医療調整員 ２名（救急救命士）　

業務調整員 ５名

評　価 １名（外務省）　　　　　　　　　　　　

（4）携行機材

医薬品、医療資機材、通信機器等約2.3トン

（5）経費（派遣経費、携行資機材・医薬品等）

約58百万円

（6）活動サイト　

首都アルジェより東方60kmのブーメルデス県ゼンムリ市中心部のサッカースタジアムの被

災民キャンプ内。救助チームの活動サイトの南東５～６km。



－7－

ゼンムリ市病院（Policlinic）が地震により機能不全となったため、右機能を補完すべく、同

キャンプ内で仮設のテントを設け被災民に対して診療サービスを提供しました。

（7）活動成果

－６月４日までの実質８日間に震災による急性疾患患者を中心に延べ1623名を診察

－今回の活動では、仮設診療所での診療活動と並行して、公衆トイレ設置促進や衛生環境改

善活動などの公衆衛生活動も実施。　　　

３　STOP評価結果

ガイドラインでは、評価のための視点として（1）Speed（迅速性）、（2）Target groups（被災者ニー

ズとの合致）、（3）Operation（活動効率性）、（4）Presence（認知度）というSTOP４項目を設定し、派

遣決定から帰国までの一連の業務、活動等について、派遣前にあらかじめ準備した活動計画概要

表及び評価調査表に沿って必要情報・データを収集・分析し、それぞれの視点から評価します。

（⇒　　は検証情報・データの出所）

（1） 評価結果要旨

１）Speed（迅速性）

救助チームは、外務省による派遣命令から24時間以内に出発すること、及び発災から72

時間以内に現地での救助活動を開始すること、また、医療チームは派遣命令から48時間以内

に本邦を出発することがひとつの迅速性の指標となっています。

右指標については既に国内調査の段階で「達成済み」であることを確認しています。右に

加え、今回訪問した多くの関係機関において、日本チームの到着の速さが評価されており、

これらの情報を合わせ、救助・医療チームの派遣ともに迅速に派遣されたと判断します。

２）Target groups（被災者ニーズとの合致）

今回のオペレーションでは、救助・医療両チームともにブーメルデス県ゼンムリで救援活

動を展開しました。調査団はこのゼンムリ地区（コミューン）の被災状況が他のコミューン

に比べ甚大であったことを確認するため、県レベル及びコミューン・レベルの被災情報を外

務省、内務省、県に求めましたが、最終的に全国レベルの数値の入手にとどまりました。こ

の点は、ゼンムリの医療サイトを訪問した際に、担当行政官からのヒアリングにて、ゼンム

リが最も被害が大きかった旨を確認できたことをもって、救助・医療チームともにニーズの

高い被災地域で活動したものと判断します。

３）Operation（活動効率性）

今次震災において各国政府及びNGOなど民間を含めて約40チームが救援活動を展開しまし

たが、全体で生存者救出数15名（フランス８／スペイン３／オーストリア／日本・トルコ合

同／ルクセンブルグ／イギリス各１）、遺体収容数254名（ロシア92、フランス48、スペイ

ン47、ルクセンブルグ28、オーストリア８、イギリス７、ギリシャ７、日本５、チェコ５、
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イタリア４、南アフリカ３）という救助実績に鑑みれば、地理的な制約やチームの規模など

から判断し、救助チームは能力以上の救援活動をしたといえます。

医療チームに関しては、震災により一部が倒壊し、機能不全となったゼンムリ病院の機能

を補完することが目的のひとつでしたが、今回の調査で同病院関係者より震災前の診療者数

が１日平均120名であったことが確認でき、同チームの診療者数が１日平均約200名を超えた

ことから、同チームのオペレーションは効率的に進められたと判断できます。

また、関係機関のインタビューにおいても、医療チームの統制のとれた組織的な診療方法

や資機材の機能性などが評価されており、これも医療チームの効率的な活動を示す材料とい

えます。

４）Presence（プレゼンス／認知度）

ヒアリング調査において、アルジェリア側関係機関及びUN機関の関係者は総じて救助・

医療チームの活動を高く評価し、その貢献を認めていました。被災住民からの評価に関して

は、救助チームについては救助活動現場でのヒアリングによると、その活動が十分地元住民

に感謝されていることが確認できました。医療チームの現地調査では、時間的な制約から、

直接被災住民からの聞き取りができなかったため、これについては被災民キャンプの行政関

係者に対するヒアリングや診療実績など間接的な方法により被災民の医療チームに対する信

頼及び評価を確認することができました。

これら１）～４）のSTOP評価の結果から、全体的に今回のアルジェリアに対する国際緊急援

助隊救助チーム及び医療チームは、それぞれの活動において、被災地における人的被害（肉体

的、精神的）の軽減に寄与するとともに、その結果として、日本とアルジェリア国との友好関

係の維持、増進に貢献し、当初の目的を達成したものと判断します。

（2）各チーム評価結果

《救助チーム》

１）迅速性

①派遣決定から出発まで

外務省は５月22日14：45に国際緊急援助隊救助チームの派遣を決定し、救助チームの第

１陣は同22日21：55、第２陣は同23日11：10に日本を出発しました。それぞれ派遣決定か

ら７時間10分後、20時間25分後となっており、「派遣決定から24時間以内に出発」という

達成目標をクリアしています。

フライトの選定及び席の確保については、派遣決定前よりエージェントと緊密に連絡を

とり、成田─パリ間に関しては時間的な制約のなかで上記のとおり同日夜便で第１陣18名

分、翌朝出発便で第２陣43名の席を確保しました。パリ─アルジェ間については、取り急

⇒別添１－１：救助チーム事前チェックリスト
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ぎ席の確保ができた４名分の席を確保し、第１陣先発隊として送りました。

②入国から救援サイト決定及び活動開始まで

第１陣先発隊４名は５月23日10：25ごろに被災国到着後、即座にアルジェ空港におい

て、アルジェリア側窓口の災害調整官と協議し、ブーメルデス県のLEMAに向かいまし

た。LEMAよりテニア市への派遣を要請され、テニア市に向かい現場を視察した結果、

ニーズがないと判断し、ゼンムリ市へと移動した。16：15ごろにゼンムリに到着し、16：

50には海岸沿いのホテル「コンプレックス・ル・ロータス」における救助活動を決定しま

した。

第１陣後発隊は５月23日14：25にアルジェに到着し、空港での入国審査及び通関はス

ムーズに済んだものの、一部携行資機材の紛失により空港出発まで２時間を要しました。

その後、第１陣の待つサイトへ向かいましたが、災害後の混乱による渋滞により通常の約

２倍の３時間を要し、19：20に活動サイトに到着。先発隊と合流し救助活動を開始しまし

た。

第２陣は５月23日22：50にアルジェ空港に到着し、第１陣後発隊同様に入国、通関はス

ムーズだったが、アルジェリア側のセキュリティー担当官の配置の遅れなどから空港から

の出発が遅れ、さらに途中の渋滞により、現地サイト到着は５月24日４：10となりました。

第１陣の活動開始は、派遣決定から36時間35分後、災害発生から47時間36分後であり、

第２陣の活動開始は派遣決定から45時間25分後、災害発生から56時間26分後となっていま

す。迅速性の観点から「救助チームは発災後72時間以内に救援活動が開始される」ことを

達成目標としており、右のとおりクリアしています。

２）ターゲット・グループ

①被害が甚大な地域を活動サイトとして選定したか

公式記録としては確認できなかったが、ブーメルデス県庁でのヒアリングにおいて、公

共事業局長より県内でもゼンムリ市がもっとも甚大な被害を受けた地域であったことを確

認しました。

また、同市内での聞き取り調査により、なお５名が生き埋めの状態との情報を得た在ゼ

ンムリ・エリ・バーリのホテル「ルコンプレックス・ル・ロータス」を活動サイトとして

選定しました。

②被災国現地対策本部（LEMA）との協議により活動サイトを選定したか

サイトの選定にあたっては、まずアルジェ空港において、先遣隊（石榑団長、石田副団

長、川島中隊長、深井団員）がアルジェリア側窓口の災害調整官アブドゥラリ・ベグーラ

⇒別添１－１

⇒別添３：被災地図

⇒救助チーム活動報告書：2.　活動内容（2）活動記録

⇒別添２：現地評価調査ヒアリング結果

⇒救助チーム活動報告書：2.　活動内容（2）活動記録
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氏とサイト選定の協議・調整を行い、ブーメルデス県の現地災害対策本部に行くことを指

示されました。

LEMAから活動の対象地域に関してテニア、ゼンムリ両市が指示されたが、具体的な両

地域内での活動サイトはチームが両サイトを視察したうえで決定しました。

③捜索・救助ニーズに的確に応えたか

５名の要救助者がいるとの情報のもと、捜索救助活動を開始し、23日夜には１名の生存

者を救出し、また、その後２日にわたる捜索救助活動において、生き埋めになっていた全

員の遺体（５名）を救出しました。結果的に行方不明者６名（うち１名は生存者）を全員

救出したことになり、技術的な面も含め捜索・救助ニーズには的確に応えたものと考えら

れます。

④LEMA及び担当省庁等と協議・調整のうえ撤退時期を決定したか

特にLEMAとの協議はしませんでした。発災後72時間の経過（人命救助も目的とした捜

索救助活動終了の国際的目安）、指示のあった地域での更なる捜索救助ニーズがないこ

と、さらに、他国救助チーム等の動向等を確認し、チームの撤退時期を決定しました。

LEMAには上記の状況を説明し撤退日時を通報しました。

３）オペレーション

＜情報＞

①派遣前の被災情報は正確であったか

派遣前に各団員に手渡された情報は、派遣直前の段階で入手し得る最大限の情報を提供

しており、ほとんどの隊員は当該情報を「正確」、あるいは、「ほぼ正確」であったと認

識しています。

②在アルジェリア日本大使館（日本大使館）からの情報提供は十分かつ正確であったか

現地にはJICA事務所はなく、これに代わって日本大使館から被災情報を入手しました。

同情報の正確さに対する隊員の認識は①に同じ。

③LEMAで入手した情報は正確だったか

LEMAからは被災情報（被災者の多い地域等）とその地域を示す地図の提供しかありま

せんでした。

④要救助者情報を的確に収集したか

ホテルオーナー及び近隣住民からの聞き取り調査の結果、同ホテル倒壊現場には要救助

者がいると判断し、サイトとして選定し、６名を救出しました。このサイトでは日本チー

ムより先にルクセンブルグ、ドイツチームが生存者なしと判断し撤退した場所でもあり、

比して捜索救助活動を続けた日本の救助チームは要救助者情報を的確に収集していたとい

⇒別添４－１：救助チーム帰国隊員アンケート結果

⇒別添４－１

⇒救助チーム活動報告書：2.　活動内容（2）活動記録

⇒救助チーム活動報告書：2.　活動内容（2）活動記録
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えます。

＜要員＞

①人員体制は派遣方針に基づき整えられたか

救助チームの標準体制に従って、団長以下副団長、中隊長、救急救助といった救助隊員

（救助犬、ハンドラー含む）と後方支援としての通信班や業務調整（広報団員含む）を適

切に配置しました。

②チームの活動はキャパシティ（人員、機材、活動時間など）に相応していたか

救助チームは生存者の救出可能性が極めて低くなるとされている発災から72時間までは

救出活動を続ける方針を掲げ、今回も右方針に従い、対応することで全員で継続して救助

作業を展開できました。

隊員のアンケートでは、過半数がチームのキャパシティは現場のニーズに対して「適

当」あるいは「能力以上をカバーした」としています。一部隊員は活動サイトを増やす余

力もあったとしていますが、今回活動サイトを１箇所として３小隊が小隊単位で「救助－

待機－休養」というシフトを組んで活動した背景には、①近隣に活動に適当なサイトがな

かった、②最初のサイトでほぼ確実に６名が被災していた、さらに、③実際に同サイトで

生存者が救出されたという状況があり、このような状況から、１箇所の救助活動に投入資

源を集中させたチームの判断は適当であったといえます。

③指揮命令系統、業務分担は明確だったか

隊員アンケートにて指揮命令系統、業務分担ともに明確であったことが確認されていま

す。

④通訳、運転手等の現地要員は適切に確保されたか

在日本大使館の手配によりほぼ必要数の通訳、運転手を手配することができましたが、

基本的に英－仏通訳であり、日－仏通訳を期待していた一部隊員から通訳の人数が不十分

との声が聞かれました。現地での通訳の手配に関しては、日本語－現地語通訳をまず第一

優先で確保するが、人数的に足りない場合は英語－現地語通訳で補充します。今回の場合

は後者に該当したため、隊員から右意見が聞かれました。

＜技術＞

①隊員の技術水準は要救助者を捜索救助するうえで現地救助機関の機能を代替できるレベル

であったか

救助隊員は全員が日本国内においても本来の業務として救助活動あるいは同訓練をして

いる。隊員アンケートにおいても、ほぼ全員から今回の救助活動に関しては技術的に十分

対応できたと報告しています。

⇒救助チーム活動報告書：2. 活動内容（2）活動記録

⇒別添４－１

⇒別添４－１

⇒別添４－１

⇒別添５－１：救助チーム隊員リスト
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また、到着時には重機械を使っての救助活動を実施していましたが、生存者がいる可能

性があるとのチームからの訴えにより手作業による捜索に方針転換し、結果として生存者

を無事に救出したことも技術的な水準の高さを示すものと言えます。

②通信機材を十分活用できたか

通信班の２名の隊員を中心に早期に通信体制を確立。事務局との円滑な連絡をとること

ができました。活動報告のみならず、写真の提供などタイムリーな情報提供に大きく貢献

しました。

＜資機材＞

①携行機材は派遣方針に基づき整えたか

３小隊が十分に活動できる資機材を携行した。機材の不整備、不足により、活動が阻害

されることはありませんでした。

②携行機材は要救助者を捜索救助するうえで現地救助機関の機能を代替できるレベルであっ

たか

救助機材、捜索機材ともに十分に活動できるレベルのものを携行した。結果として生存

者を含む活動サイトにおける要救助者全員を救出するなど、現地救助機関の機能を代替で

きるレベルでした。

③隊員生活物資は質及び量的に適切であったか

救助チームでは活動開始後３日間分の食料を持参することとしています。今回の場合、

５月23日に活動を開始し、23日、24日についてはすべて持参した食料で賄ったが、25日の

昼食分で当該食料を使い切り、夕食分は現地調達しました。

隊員アンケートにおいても、食料以外の生活物資等を含め、ほぼ全員が「適当」あるい

は「ほぼ適当」だったと回答しています。

＜調整・協力＞

①LEMAは十分な調整機能を果たしていたか

LEMAは混乱のなかで、被害が大きいと想定される地域での救助活動を日本チームに要

請してきましたが、右状況から情報は正確ではありませんでした。その点では、LEMAは

被災状況を十分把握しておらず、調整機能は十分ではなかったといえます。

②LEMA、捜索救助機関と定期的に情報交換し、情報の更新を図ったか

５月24日早朝（現地時間）に石榑団長他が生存者救出についてブーメルデス県庁、

LEMA及び国連現地活動調整センター（OSOCC）に報告したほか、５月25日昼、さらに

⇒救助チーム活動報告書：別添１　活動報告メモ

⇒別添４－１

⇒別添７－１

⇒救助チーム活動報告書：別添１　活動報告メモ

⇒別添５－１：救助チーム隊員リスト

⇒救助チーム活動報告書：2.　活動内容（2）活動記録
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撤退前日の５月26日にも同様に最終報告をしています。

このように、LEMA及びOSOCCとの情報交換及び情報の更新はできていたが、OSOCC

の調整のもとで開かれる各国救助チーム間の定期会合には、開催時間及び場所等の連絡の

不徹底、治安上の問題等により日本チームは参加しませんでした。

また、LEMA及びOSOCCにて収集した情報について隊員間で共有されていなかった点

が多くの隊員から指摘されています。

③在アルジェリア日本大使館との連携は円滑であったか

現地では在日本大使館（JICA事務所はなし）と連絡を緊密にとり、通訳・車両の手配等

の必要な便宜供与を確実に実施してもらいました。帰国前日には在日本大使館に対して最

終報告も実施し、連携は円滑でした。

＜治安・安全＞

①派遣前の治安・安全情報は正確だったか

一般的に得られる治安情報のほか、JICA内で利用している安全情報についても隊員に提

供しました。また、現地ではLEMA、OSOCC及び在日本大使館より治安情報の入手に努

めました。

②活動中、宿泊場所も含め治安上の問題はなかったか

安全上の配慮から、宿舎は首都アルジェのホテルとしました。移動時には必ず警備員が

同乗し、活動中も警備員による厳重な警備のもとでの活動でしました。活動・移動・宿泊

中において、治安上問題となることは発生しませんでした。

③活動中、移動中も含め事故、病気等が発生せず、無事帰国したか

救助活動中に擦り傷を負ったり、軽い熱射病になる救急救助隊員や、調理中にやけどを

負う隊員もいましたが、随行した４名の医療隊員の適切な処置により大事になるケースは

ありませんでした。

④必要な休養の確保に配慮したか

救助隊員を３班に分け、順番に交替して休憩をとるように努めました。休息場所として

ホテルオーナーが倒壊ホテル横のロッジを無料提供してくれたため、ベッドでも休める環

境であったが、ベッド数が足りず、多くの隊員は日蔭で休息をとっていまいした。

到着直後の夜は徹夜の作業となりましたが、２日目以降は夜はかならずホテルに戻り休

息をとるようにしました。

⇒別添４－１

⇒救助チーム活動報告書：別添１　活動報告メモ

⇒救助チーム活動報告書：別添１　活動報告メモ

⇒救助チーム活動報告書：4.　医療班報告

⇒救助チーム活動報告書：4.　業務調整員報告

⇒別添４－１

⇒救助チーム活動報告書：2.　活動内容（2）活動記録

⇒別添４－１
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４）プレゼンス

①携行資機材へのロゴ・ステッカーは貼付されていたか

すべての携行機材にはロゴ・ステッカーが貼付されていました。

②他の援助機関にチームの活動が認識、評価されていたか

UNOCHAレポートで活動が紹介されたほか、LEMAに対する活動報告を行い、その活

動は認識されていました。また地元新聞にも取り上げられ日本の救助チームの活動は広く

広報されました。

③活動地域の住民にチームの活動が認識、評価されていたか

地元新聞の一面に日本の救助チームが大きく写真入りで紹介されるほど現地の人々に認

識、評価されていました。

また食料調達の際に、地元の商店主が日本の救助チームの活動に理解を示し食材を非常

に安く提供してくれるなど地域住民からも評価、感謝されていた。

④被災国自治体にチームの活動が認識、評価されていたか

活動の節目節目において、LEMAと同時にブーメルデス県庁にも活動報告を行ってお

り、救助チームの活動は被災国自治体に認識、評価されていました。

現地評価調査の際も、訪問したほとんどの各関係機関で日本チームの救援活動について

十分認識しており、また、感謝の意を表していました。

⑤本邦にてチームの活動が認識、評価されていたか

事務局から発信するホームページとマスコミ向けのプレスリリースにより多くのマスコ

ミに救助チームの活動が報道されました。生存者救出の写真は写真ニュースとして学校や

駅の掲示板に掲示されることもあり、チームの活動は本邦において広く認識、評価され

ていたと考えられます。

⑥事務局はチームの活動について最新情報を国民に提供したか

現地サイトから得た情報を適宜プレスリリースやホームページを通して国民に提供しま

した。

⇒別添８－１：救助チーム資機材写真

⇒別添９－１：救助チーム　マスコミ報道件数一覧

⇒救助チーム活動報告書：2.　活動内容（2）活動記録

⇒救助チーム活動報告書：別添５　UNOCHA Situation Report

⇒救助チーム活動報告書：別添７　報道関係資料

⇒救助チーム活動報告書：別添1.　活動報告メモ（22）エピソード

⇒別添２：現地評価調査ヒアリング結果

⇒救助チーム活動報告書：別添７　報道関係資料

⇒別添９－１

⇒別添12：ホームページ掲載記録
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《医療チーム》

１）迅速性

①派遣決定から出発まで

今次医療チームの派遣に関しては、外務省から事務局に派遣決定の連絡が入ったのが５

月24日８：25。事務局は右派遣決定を受け、Fネット（同時多数回線ファックス送信）に

より登録者に対して一斉に渡航の可否について確認し、午前11時に人選を終了しました。

フライトについては、派遣決定前からエージェントと緊密に連携しながら、隊員全員及

び携行機材が搭載できる直近のフライトを確保しました。出発は５月25日21：55となりま

した。

迅速性の観点から、医療チームでは「派遣決定から48時間（２日間）以内に出発」する

ことを目標としており、今回の場合、当該時間は37時間30分であり、右目標はクリアして

います。

②入国から救援サイト決定及び活動開始まで

今次災害においては、先行派遣されていた救助チームに医療班が配置されており、同班

医師を中心に、LEMA、県衛生部長及びブーメルデス救急病院との協議を通して、医療

チームの活動サイト候補地をあらかじめ選定することができました。

その結果、医療チームはアルジェリア到着後、速やかに同サイト候補地の被災民キャン

プに向かい、同キャンプ・サイトの責任者らと協議を行い、同サイトを医療チームの活動

サイトとして円滑かつ迅速に決定し、活動を開始することができました。

２）ターゲット・グループ

①被害が甚大な地域を活動サイトとして選定したか

アルジェリア側は今次災害の被災状況の詳細についてまだ正式な報告書が作成されてい

なかったため、医療チームのサイトが甚大な被害を受けた場所であったか否かを裏づける

データは入手できませんでしたが、現地評価調査において先方関係者より同サイトを設置

したゼンムリ市がブーメルデス県のなかでも最も被災規模が甚大な場所であったことを確

認しました。

また、活動サイトを置いたゼンムリ市においては、中心となる病院が半壊し、全く診療

できなくなっていたことを考えると、サイトの選定は適切であったと考えられます。

⇒別添１－２：医療チーム事前チェックリスト

⇒医療チーム活動報告書：2.　活動内容（4）活動記録

⇒別添２：現地評価調査ヒアリング結果

⇒医療チーム活動報告書：2.　活動内容（4）活動記録

⇒別添３：被災地図
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②LEMAとの協議により活動サイトを選定したか

サイト決定にあたっては、LEMA及びブーメルデス県の救急病院の管理者からの要請を

受け、先に活動を行っていた救助チームの小林団長、井上医師が現地に出向いて決定した

ものであり、現地側と日本側との協議のうえで決定しました。

③患者の医療ニーズに的確に応えたか

現地医療機関の平常時・災害後の疾病構造や患者数は、中心となる医療機関が診療機能

を停止していたことに加え、ゼンムリ市の行政機能が、全くといっていいほど破壊されて

いたため、活動期間中には正確なデータが得られませんでした。

しかしながら、医療チームの到着前に既に活動を行っていた現地医療機関の仮設診療所

スタッフによれば、震災後は１日600人を超す患者が仮設診療所を訪れており、これに対

し、医療チームも、連日200人以上の患者を診療したことから、患者数の面からは一定の

ニーズを満たしたと考えられます。

また、診療データで示したとおり、今回の活動では、小児・女性・高齢者といったいわ

ゆる「災害弱者」の受診が多く、また、疾患構造としても、従来の派遣でみられた呼吸器

系の疾患、皮膚・目の疾患といったいわば亜急性期の患者に加え、骨折などの新鮮な外傷

の患者も少なくありませんでした。これに対し、今回派遣された医師隊員の専門分野は、

救急・災害医療、小児科医療であり、質的にも医療ニーズに応えていたといえます。

精神科分野については、医師隊員の中には専門科はいなかったものの、まず医師隊員が

初診を行い、器質性疾患を除外したのち、現地医療機関の精神科診療所に紹介するなどの

連携を行うことができました。

しかしながら、皮膚科、眼科疾患については、薬剤不足や、現地医療機関や、他ドナー

のサイトにも専門分野の医師がいなかったこともあいまって、ごく初歩的な診療サービス

以外提供できなかったことは反省点と考えます。この点については、今後、チーム内に皮

膚科・眼科専門医を加える、あるいは導入・中級研修で皮膚科・眼科の知識・技術講習を

加えるといったことや、経口薬剤の見直しも含め検討されるべきです。

④患者の優先度に偏りはなかったか

問診の時点で重篤と思われる患者は先に診察室に入れるなどのトリアージを行いまし

た。また、患者のほとんどがサイト内あるいは近隣から来ており、一部遠隔地域の患者に

対しては、警察に依頼し送迎してもらうなどの手段を取ったため、地域的な偏りもありま

せんでした。

⇒医療チーム活動報告書：2.　活動内容（4）活動記録

⇒医療チーム活動報告書：別添４　診療データ

⇒医療チーム活動報告書：4.　活動報告（3）医療班（4）看護班（5）薬剤班報告

⇒医療チーム活動報告書：別添４　診療データ

⇒医療チーム活動報告書：4.　活動報告（3）医療班（4）看護班（5）薬剤班報告
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⑤被災国の救急医療の機能を代替したか

今般の現地評価調査において、倒壊したゼンムリ市病院関係者より、同病院では通常時

に１日120名の患者を診療していたことを確認しており、上記のとおり医療チームが１日

200人以上の診療実績をあげたことは、災害により機能を停止していた同病院の機能を十

分代替していたことになります。

⑥LEMA及び医療機関等と協議・調整のうえで撤退時期／２次隊の派遣を決定したか

診療開始当時はほとんどが災害に関連した患者でしたが、日を追うにつれ、慢性疾患の

患者が訪れる例がかなりの割合を占めるようになり、また、活動サイト周辺でアルジェリ

ア国内の多くのドナーが、徐々に安定した診療を行い始めたため、早い時期から２次隊の

派遣の必要性は低いと判断しました。

診療終了の時期についても、事前に現地の医療責任者、地域住民に伝え、医療チームの

撤退後も継続して診療する必要のある患者については、現地医療機関へ紹介するなどの方

策をとりました。

３）オペレーション

＜情報＞

①派遣前の被災情報は正確であったか、及び在日本大使館からの情報提供は十分かつ正確で

あったか

派遣前に各団員にファックスあるいは手渡された情報はほぼ正確であり、これに沿って

現地入りする前にサイトのイメージを描き、準備を行うことができた。在日本大使館から

は、被災情報のみならず、各セクターの代表者が誰であるかなどの有用な情報提供があ

り、活動を円滑に行うことができました。

②LEMAで入手した情報は正確だったか

他項でも記述されているとおり、ゼンムリ市では行政機能が全く麻痺し、LEMAも機能

せず、情報入手ができませんでした。

この点については、早い時期からチームより、また在日本大使館からも、アルジェリア

政府に申し入れました。活動半ばごろからはスタジアム内にブーメルデス県の出先機能と

してアドミニストレーション・オフィスが開設されたものの、Rapid Health Assessment

をはじめとする保健医療に関する情報収集も、公衆衛生の啓蒙も、また各ドナー間の調整

もされませんでした。

③ 患者情報を的確に把握したか

今回は、通訳が優秀でなおかつ十分な人数が確保できたこともあり、患者個人からの情

報収集は非常にスムーズでした。しかし、人手の問題と、電源がない、砂塵が多いなどの

別添２：現地評価調査はリング結果

⇒医療チーム活動報告書：別添３　先方への活動報告

⇒別添４－２：医療チーム帰国隊員アンケート結果
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サイトの環境の問題で、サイトでは患者データの統計処理ができず、結果的に毎日カルテ

を宿舎に持ち帰り、翌日にまとめて集計を行ったため、再診患者のカルテが出ない、前日

の診療情報を翌日に反映できないなどの問題が起こりました。また、カルテ記載は日本語

で行ったため、現地医師に引き継ぐことや、患者さんに渡すことも不可能でした。

今後、よりよい患者情報の把握のためには、カルテそのものや、診察券の導入をはじめ

とする患者管理方法、統計処理方法などについて改善する必要があります。

＜要　員＞

①人員体制は派遣方針に基づき整えたか

医師４名の体制であったため、ローテーションを組んで、診察とデータ収集・分析を行

うことができました。また、女性である永井医師が小児科医として参加したことは、災害

時には、小児・女性といった災害弱者の患者が多いこと、小児は母親に伴われて受診する

ことが多いこと、イスラム圏では、男性医師に診察されることを嫌う女性がいることなど

を考えると、まさに適材適所の人材でした。

なお、医師４名の体制で診療を行うには、薬剤師１名では絶対的に不足であり、連日看

護師１名を薬局に配置せざるを得なかった。実際にはこの体制で大きな問題は起こらず、

看護師が交代で調剤業務を学ぶことができたというメリットがあったものの、効率性や、

安全面では今後検討の必要性があります。

② 患者数はチームのキャパシティ（人員、機材、診療時間など）に相応していたか

診療時間については、当初午前9時から午後5時までとしていましたが、安全面の配慮か

ら、宿舎をアルジェ市内に取らざるを得なかったこと、夕方のラッシュ時に2回にわたり

市民の抗議行動による道路閉鎖に巻き込まれたこと、また、酷暑・砂塵の環境下で働く隊

員の疲労が激しいことから、診療終了時間をやや前倒しにせざるを得ませんでした。しか

し、診療体制が確立するにつれ、効率的に診察ができるようになり、診療時間短縮後も、

患者数の極端な落ち込みはなく、患者側にも大きな混乱はありませんでした。

③指揮命令系統、業務分担は明確だったか

朝日副団長の下、朝日、冨岡、山畑隊員が主に成人患者を、永井隊員が主に小児と女性

の患者を担当しました。また、朝日隊員は、アルジェリア当局や周辺ドナーとの折衝、マ

スコミ対応などを行い、また、公衆衛生面での指導をチーム内外に向けて広く行ったこ

と、永井隊員が仏語と公衆衛生の知識を生かし、連日地域住民や周辺ドナーから様々な情

報を収集し、チーム内で共有できるようにしたことは特筆に値します。

⇒医療チーム活動報告書：4.　活動報告（3）医療班（4）看護班（5）薬剤班報告

⇒別添５－2：医療チーム隊員リスト

⇒別添４－2

⇒別添４－2
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④通訳、運転手等の現地要員は適切に確保されたか

前述のとおり、今回は多くの優秀な通訳を全活動期間を通じて雇用することができ、こ

のことは診療効率を高めることに大きく貢献しました。しかし、その反面、ほとんどの通

訳が全期間休みなしで勤務してくれたために、活動が日を重ねるごとに、通訳の疲労度が

高まり、なかには、ストレスからくると考えられる不眠などを訴える者も現れたことは反

省点であり、通訳についても、隊員同様、ある程度強制的にでも、交替で休みを取るよう

にすることが望まれます。

運転手に関しては特に問題なし。

＜技　術＞

①隊員の技術は患者の医療ニーズに応えていたか

隊員アンケートにおいて、ほとんどの隊員が自分の担当業務についての技術、知識、経

験等が患者のニーズの満たしていたと回答しています。

また、現地評価調査の際、時間的な制約から直接診療を受けた患者からのヒアリングは

できませんでしたが、保健省やゼンムリ病院関係者へのヒアリングにおいて一様に日本

チームが提供した現地での医療サービスに対して高い評価と感謝の意を示しており、当時

の一定の医療ニーズを満たしたものと察します。

②診療指針に基づき実際に診療活動が行われたか

診療自体は、災害時診療の原則に沿って、高度な専門性を目指すのではなく、できるだ

け多くの被災者に医療サービスを提供できるように、必要最低限の診察、治療、投薬を行

い、より専門的な治療が必要な患者は、適宜現地の医療機関に紹介しました。

③ 感染症に係る情報収集、また増加、抑制のために必要な配慮、対策を講じたか

今回の活動では、LEMAが機能していなかったため、サイト全体の正確な感染症情報は

知り得ませんでしたが、朝日、永井隊員が積極的に周辺ドナーからの聞き取りを行いまし

た。また、アルジェリア当局へのトイレ整備の重要性の説明や、住民に対するうがい、手

洗いなどの基本的な感染症予防策の啓蒙普及、さらに、我々の診療所周辺の環境整備など

に積極的に取り組みました。

④ 活動サイト決定後、診療所が遅滞なく開設されたか

医療用テントに一部空気漏れが発生し、通常ならば１時間程度で終了するはずの設営に

４時間程度を要しました。

⑤ 通信機器を十分活用できたか

成人・小児の各診療室と、受付、薬局には無線機を設置し、診療状況や、薬剤の問い合

⇒別添４－2

⇒別添４－2 ⇒別添2

⇒別添４－2

⇒医療チーム活動報告書：4.　活動報告

⇒医療チーム活動報告書：別添３　先方への報告

⇒医療チーム活動報告書：2.　（4）活動記録
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わせなどに活用し効果的にコミュニケーションをとることができました。

＜資機材＞

①携行機材は派遣方針に基づき整えたか

薬剤については、適切に準備されているとは言い難く、ニーズに合わせ今後の派遣時ま

でに新たに補充するか、現在の定数を増やすなどの改善が必要と考えられます。

②隊員用生活物資は質及び量的に適切だったか

今回は高温の環境下での活動となったため、医師班から各隊員に、脱水防止に、積極的

に水分摂取、電解質補給をするように指導しましたが、ポカリスエット、ミネラルウォー

ターは、持参分、現地調達分を含め潤沢に供給され、また、食事に関しても、レトルト中

心の食事に、果物、野菜が添えられるなどの工夫がなされ、質・量ともに満足できるもの

でした。

③供与資機材の選定及び手続きは適切だったか

日本から持ち込んだ資機材薬剤の残余分は、すべてアルジェリア側に供与しました。特

に、薬剤については、上述のとおり、すべてカラー写真付きの英文解説書を添付したうえ

で、供与しました。

＜調整・協力＞

①LEMAは十分な調整機能を果たしていたか

②LEMA、医療機関と定期的に情報交換し、情報の更新を図ったか

③他の援助機関、NGO等と定期的に情報交換し、情報の更新を図ったか

上述のとおり、活動開始時ではLEMAが機能していなかったためブーメルデス県が行政

担当者をゼンムリの被災民キャンプに配置した後も十分な医療調整機能を果たしたとはい

えませんでした。しかし、同じスタジアム内のドナーとは、公式な会議の形式ではないも

のの、随時情報交換を行いました。

④移送などに関し現地医療機関、他の援助機関、NGOなどとの連携が円滑に行われたか

スタジアム内の医療機関・援助機関とは、積極的に連携し、患者の紹介・逆紹介を行い

ました。特に精神疾患、災害後ストレスの患者については、アルジェリアの精神科医が常

駐しており、ただちに紹介できる体制が整っていました。また、手術が必要な患者につい

ても、アルジェリア側の診療所との連携のもとで、スタジアム内に待機していた救急車を

用いて高次医療機関に迅速に移送することができました。

⇒別添７－３：医療チーム携行医薬品・資機材リスト

⇒医療チーム活動報告書：別添３　先方への活動報告（含・供与医薬品機材リスト）

⇒別添７－３：医療チーム携行医薬品・資機材リスト

⇒医療チーム活動報告書：4.　活動報告（3）医療班報告

⇒別添４－2
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⑤日本大使館との連携は円滑であったか

車両や通訳の手配等の便宜供与、情報収集、アルジェリア側との折衝、安全対策など、

すべての面において日本大使館の全面的なバックアップを得たことで、円滑に現地の活動

が展開できました。

＜治安・安全＞

①派遣前の治安・安全情報は正確だったか

事前情報はきわめて正確であり、また、小林団長がつい最近まで日本大使館勤務であっ

たため、より詳しい治安・安全情報を得ることができました。

②活動中、宿泊場所も含め治安上の問題はなかったか

日本大使館の配慮で、移動時は必ず警備担当者が随行し、また、ゼンムリの被災民キャ

ンプ（スタジアム）内も、現地警察が厳重に警備にあたり、診察開始の際には患者の整理

も行ってくれたため、サイト内では治安上問題になるようなことは起こりませんでした。

しかし、移動途上で道路封鎖に巻き込まれた際には、隊員・車両には全く被害はなかっ

たものの、二時間以上の足止めを余儀なくされました。このような事態は今後の派遣でも

予想されるため、サイトとの往還には、あらかじめ迂回路を準備しておくこと、移動用の

車両内に、あるいは個人個人が、最低限の水と、ビスケット等の食料を準備しておくこと

も検討する必要があります。

また、余震発生による被害のため、急遽夜間診療を実施しました。団長、日本大使館セ

キュリティー関係者が同行することで安全を確保しましたが、そもそも治安の悪いアル

ジェリアにおいて夜間に移動し診療を行う必要があったのか、今後の可能性について検討

する必要があります。

③感冒で一日現場を離れた隊員がいた以外、活動中、移動を含め大きな事故・病気はありま

せんでした。

④業務ローテーションに従い、必要な休養は取れたか

上述のとおり、サイトが高温、砂塵などで過酷な環境であったため、各班でローテー

ションを決め、任期中一日は必ず、サイトに行かず、宿舎内で適宜休養しながら、カルテ

整理などの軽作業を行う日を設定しました。結果的には、全員がこの休養日を取ることが

できました。

４）プレゼンス

①診療所の開設について被災者に十分周知徹底したか

医療チームは、ゼンムリ病院近くに設置された被災民キャンプ内に診療テントを構えた

⇒医療チーム活動報告書：2.　活動記録

⇒別添４－2

⇒別添４－2

⇒別添４－2

⇒別添４－2

⇒医療チーム活動報告書：4.　活動報告（3）医療班報告
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ため、同キャンプ内の被災住民のみならず、同地域以外の被災民にも十分よく目立ちまし

た。くわえて、テント周辺にアナウンス・ボードを掲げ、日本チームの診療の開始につい

て宣伝しました。１日平均200名を超える患者が診療テントに訪れた実績から、十分周辺

の被災者に日本チームの活動は周知されていたものと考えられます。

② 携行資機材へのロゴ・ステッカーは貼付されていたか

すべての資機材にステッカーが貼付されていました。

③他の援助機関にチームの活動が認識、評価されていたか

今次国際捜索救助チームの調整にあたったUNOCHA/OSSOCが引き上げた後、日本チー

ムが活動を開始する時点では、未だ保健医療援助を現地で調整するについてUNOCHA/

OSOCCは設置されていませんでした。日本チームはすでにWHOを中心にUNDACチーム

がニーズ調査を展開しているとの情報を得たため、当方より同UNDACチーム・マネー

ジャーに面会を求め、情報交換を行うとともにプレゼンスの確保に努めました。

本チームが活動を展開したあとの時点で出されたUNOCHAのSituation Report No.8にお

いて本チームの救援活動が記載されていなかったことから、右指摘するとともに、次号に

は必ず載せるよう依頼しました。

同マネージャーは６月３日にゼンムリの本チームのサイトを来訪し、朝日副団長と今後

の復興期の保健医療分野の協力について意見交換を行いました。なお、同マネージャーは

キャンプ・サイト周辺での日本チームの知名度の高さに驚嘆していました。UNOCHAと

しても周辺住民に対する日本チームの貢献度を十分認識したものと考えます。

④活動地域住民にチームの活動が認識、評価されていたか

医療チームは、アルジェリア入国時の空港でのテレビ等の取材に始まり、現地サイトで

は10回以上に及ぶテレビや新聞、ラジオからの取材を受け、紙上やテレビを通じて取り上

げられました。このようなメディアによる報道から、医療チームのアルジェリア国内での

プレゼンスはたいへん高いものとなり、その貢献は広くアルジェリア国民も知れわたった

ものと思われます。

⑤被災国自治体にチームの活動が認識、評価されていたか

また、日本大使がブーメルデス県知事に面会した際、医療チームの活動サイトについて

十分なセキュリティー体制を確保するよう依頼しましたが、これに対して同知事より、

（救助チームも含め）日本チームは震災当初から派遣してもらい感動している。被災者及

びアルジェリア国民からの深い感謝の気持ちを日本に伝えてほしいとの発言がありまし

た。これはアルジェリア当局にしっかりと医療チームの活動が評価されたことを意味し、

⇒別添８－２：医療チーム資機材写真

⇒医療チーム活動報告書：別添４　診療データ

⇒別添11：OCHA Situation Report No.８

⇒別添９－２：医療チーム　マスコミ報道件数一覧
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医療チームのプレゼンスはしっかり確保されています。

また、ブーメルデス現知事の指示により、右発言の数日後、医療チームのテントの隣に

ブーメルデス県からキャンプ・サイトに係わる行政統括責任者（Administrator）ほか数名

が派遣（キャンプ内宿泊）され、医療チームの診療を待つ連日の長蛇の列を朝夕目の当た

りにすることとなり、チームのプレゼンスと貢献を認識せざるを得なかったものと察せら

れます。

⑥本邦にてチームの活動が認識、評価されていたか

本邦でのメディアの報道振りから広く日本の国民にも医療チームの活動が認識されたと

思われます。

⑦事務局はチームの活動について最新情報を国民に提供したか

救助チーム同様に、現地サイトから得た情報を適宜プレスリリースやホームページを通

して国民に提供しました。⇒別添８：ホームページ掲載記録・実績

⇒別添９－２：メディア取扱件数
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第３章　外部有識者による評価

　

本章は、隊員による自己評価、事務局による評価の結果を踏まえ、現地調査に基づいて行うもの

である。現地調査は、外務省の調査団と同時に行われ、本評価者は2004年１月10日に関西空港を出

発し、フランスのパリで乗り換え、翌11日アルジェリアの首都アルジェ着、現地の関係各機関や救

助チーム及び医療チームの活動現場を視察し、意見聴取を行い、16日に帰国した。この評価者自身

の日程からして、まず、救助チームの第１陣が派遣決定から36時間余、地震発生から47時間余で現

地で活動しているのは隊員たちの疲労度なども考えると驚異的に思える。そして、現地の人々の評

価も、遠い日本からいち早く駆けつけてくれ、しかも、生存救出者があったことに対して極めて高

いものであった。次に、医療チームについても、迅速に派遣され、われわれ評価調査団も現地調査

のため警備の人とともに高速道路を走り、山道と時にがたがた道を走ったが、その道を毎日１時間

余をかけて往復し、砂埃等にまみれながらの悪条件下で診療に従事し、現地住民に感謝されている

ことは、そのご苦労とともに、高く評価される。

本評価は、事務局及び外務省調査団と共同で行った関係各機関等との英語→フランス語またはア

ラビア語、フランス語またはアラビア語→英語という正式の通訳を交えた質疑応答のほか、本評価

者が行ったフランス語による聞き取りをもとにしている。

１　評価結果

（1）救助チーム

救助チームの派遣目的及び任務は、アルジェリアの地震災害における人的（肉体的・精神的）

被害の軽減であり、そのため、アルジェリア政府や他国援助機関と協力して地震被災者の捜

索、救助、応急措置、安全な場所への移送などの活動を行うことであった。

救助チームは、災害発生から72時間までは全員が継続的に救出活動を展開し続け、しかも、

交代制でスムーズに行ったことに対し、現地で作業を見守っていた住民達からの評価は極めて

高かった。各国政府や民間を含め約40チームが救援活動を展開し、生存者の救出は全体で15名

であった。15名の内８名はいち早く駆けつけたフランスの60名編成の救急隊が救出した。同じ

く飛行距離２時間足らずの西欧のオーストリア、英国、スペインのチームは日本チーム以上の

規模であったが、日本同様に１名を救出した。日本より規模の大きい南アフリカやロシアには

生存救出者はいない。

生存救出者15名という数は全体から見ればごく少数である。アルジェリアの場合も、阪神淡

路大震災の場合と同じく、まず隣近所で助け合い、次に公的救助がきた、という。それでは、

外国からの救助隊の派遣は、効率と費用の観点とどのような折り合いをつけるべきなのであろ

うか。

今回の評価の枠組みは派遣国の視点から組み立てられているように思われる。しかし、生存
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救出者がゼロであっても、外国からの救助隊の活動が被災国及び国民の目にどのように映った

のかが評価の核心であり、評価の枠組みをこれと関連づけて見直すべきであろう。その意味で

は、広報は極めて重要であり、まず外国救助隊の存在そのものが被災者に広く知られていなけ

ればならない。その点では今回の活動についての日本の広報は成功していた。

住民の反応は、ブーメルデス県の関係者のほか、たとえば首都アルジェの大聖堂はフランス

を代表する建築家ルコルビジィエの作品であるが、そこでの住民からのヒアリング等を集約す

ると次のように言える。異口同音に言ったことは、遠い日本から来てくれたことに自分たちは

とても励まされ、多くの国の救助チームが来たことによって自分たちが国際的に孤立している

のではないということを知り嬉しかった、ということである。つまり、費用対効果を超えると

ころに、海外救援の第一義的意味があり、この点では成功していた。

　　

（2）医療チーム

医療チームの派遣目的は、救助チームと同じく、アルジェリアの地震災害における人的（肉

体的・精神的）被害の軽減であった。全体的な評価については、本評価者も、事務局評価と大

略同様な評価をしている。外部評価調査団は、被災者のテントが張られ、医療チームがキャン

プを設け活動したゼンムリ中心部にあるサッカースタジアムを視察したが、既にきれいに整地

され、何の活動の痕跡も見い出せなかった。また、付近住民との接触もできず、直接の聞き取

りはできなかった。日本の医療チームの活動に関する現地住民の評価は、主として現地医療関

係者からのものであるが、極めて高いものであった。詳細な医療チーム活動報告書に自己評価

と提言があり、本評価者もそれらの提言等が十分に検討され、今後に生かされることを期待す

る。

２　教訓・提言

アルジェリアについては、災害時に起きがちな窃盗や暴行、さらには大規模な騒動などの他

に、反政府運動が続きテロ等による治安の悪さが心配されていた。結果的にはいずれも問題なく

無事に任務を終了し得たことは喜ばしい。

今回初めて行われた夜間診療について触れておきたい。夜間診療は一般的に隊員の健康管理や

昼間の診療への影響を考えれば必ずしも望ましいことではないように思えるが、余震による被害

を考え夜間診療を決断した医療チームの判断は医療従事者としての熱意から出たものであり、高

く評価され、尊重されるべきである。

なお、一般的に、治安に問題のあると思われる国における活動については、赤十字・赤新月社

との協力関係をもう少し模索してみる価値があるであろう。

また、緊急援助、復興、開発という災害サイクルを考慮すれば、緊急援助と開発援助を初めか

らもっと連動させるべきである。そうすることで開発援助もスムーズに開始することができる。
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最後に、本評価者は1995年１月の阪神・淡路大震災以来、同地で観察してきており、海外の災

害救援の民間団体にかかわってきたので、災害救援の意味については、単なる費用対効果では計

ることのしれないものがあることを痛く感じている。被災者の痛みをわがことのように感じる者

のひとりとして、日本の緊急援助活動が更に充実することを期待するものである。
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別添１－１：救助チーム事前チェックリスト�

�

　救助チーム事前チェックリスト�

チェック事項� 日　時�

●　災害発生�

５月22日06：20（現地時間21日22：20）�

５月22日03：44（現地時間21日19：44）�

●　第１報入手� 発災から２時間36分�

--------------------------------------------

経過時間�

●　派遣決定� ５月22日14：45（現地時間22日06：45）� 発災から11時間１分�

（-----------は適用外）�

●　出発日時� （第１陣）�

５月22日21：55（現地時間13：55）�

�

（第２陣）�

５月23日11：10（現地時間23日03：10）�

（第１陣）�

５月24日03：20（現地時間23日19：20）�

�

（第２陣）�

５月24日12：10（現地時間24日04：10）�

●　活動開始�

�

決定から７時間10分�

発災から18時間11分�

�

決定から20時間25分�

発災から31時間26分�

�

決定から36時間35分�

発災から47時間36分�

�

決定から45時間25分�

発災から56時間26分�
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別添１－２：医療チーム事前チェックリスト�
�
　医療チーム事前チェックリスト�

チェック事項� 日　時�

●　災害発生�

5月22日06：20

5月22日03：44（現地21日19：44）�

●　第１報入手� 発災から２時間36分�

--------------------------------------------

経過時間�

●　派遣決定� 5月24日08：25 発災から52時間41分�

（-----------は適用外）�

●　出発日時� ５月25日21：55

５月28日01：04（現地27日17：04）�●　活動開始�

決定から37時間30分�

発災から90時間11分�

決定から88時間39分�

発災から142時間44分�
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別添２：現地評価調査ヒアリング結果

１月10日（土）

●11：30　浦辺大使

（1）国際緊急援助隊（JDR）は何よりも迅速にチームを組織して日本を出発し、現地にて適切な場所

を確保することが重要。当時健康管理のため一時帰国していたが、駐日アルジェリア大使に協力

を願い、満席であったローマ－アルジェ間のフライトを救助チームのために空けてもらい、同

チームの先発隊に必要な席を確保した。

（2）せっかく遙か遠くから日本チームがアルジェリアに来て被災地で救援活動を行うのであるか

ら、それを市民や政府に知ってもらうことが大切であり、知ってもらわなくては意味がなく、援

助していないのと同じ。認知され、被災者のみならず、アルジェリアの市民、政府関係者にあり

がたいと思ってもらうことが重要。そのため、救助チーム及び医療チームの到着時にはアルジェ

リアのメディア関係者を空港に招集するよう事前に手配し、空港にてメディアを通じて日本チー

ムの到着を伝え、実際にその模様がその日の夜にテレビにて全国放送された。

（3）医療チームのサイトとなったゼンムリの被災民キャンプでは、日本のチームの他にアルジェリ

アのチームや他のチームも活動していたが、地元の多くの被災民の方々が日本のチームに診ても

らいたいと言っていたと聞いている。日本チームの組織的かつ機能的で素早い診療と医療テント

の快適性が好評だった由。

（4）救助チームはトルコチームと合同で救助作業をしたが、トルコ大使は日本の救助方法や技術を

賞賛していた。例えば、倒壊建物の上部から捜索するのではなく、横から棒カメを使用して、閉

じこめられている犠牲者とコミュニケーションを取りながら作業を進める点など。

（5）医療チームが現地に診療所をセットアップした日の帰路、大きな余震があった。報道では現地

に更に被災者が増えていると伝えており、医療チームは、夜間であったが、サイトに戻りたいと

いう意向が強く、JICAも既に了解したと言っているという。大使としては留めることも考えた。

地震発生後３日目くらいから、被災地に集まる人々を狙ったテロ行為が出始めていた。医療チー

ムの任務を達成することは重要であるが、無傷で活動を終了して帰国することが重要。実際に他

の国のチームに被害（物資の不法没収等）もあった。

（質　疑）

宮崎団員：チーム到着時のメディアの招集手配はチームの活動に関して広報することが重要と認識

しているためと理解してよいか。

大　　使：そのとおり。アルジェリアのメディアに対してこちらからそのようにしないと、彼らは

日本チームが来ていることさえわからない。

杉下団長：その広報効果は。
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大　　使：今回の日本チームの救援に関する広報効果は大きかった。UNOCHAの各国チームの展

開状況を報じるWebでも日本チームの到着がいち早く載った。これはJDR始まって以来

のことではないか。これまでは、他国のチームが救援活動を展開して、最後に日本チー

ムが来るというのが通常であった。また、そうでないと財務省が派遣を認めないという

時期もあった。今回の地震で公邸も被害を受け、一時的にホテルに滞在したが、同じホ

テルに長期滞在する民間の駐在員などからも、アルジェリアの取引先から日本の救援に

対して感謝されることが多く、（取引先との良好な関係の維持促進の点から）ありがたい

との話を多く聞いた。これも一つの広報効果と考える。

杉下団長：今回は治安に問題のある地域でのJDRの活動であり、チームの安全確保と国際貢献のバ

ランスをどう考えるか。

大　　使：日本の社会は、JDRに関してもJICAの専門家についても、安全を求める度合いは他国に

比べてかなり強い。治安の悪い時期に日本の専門家が一時退避したが、それを解いたの

はJICAが一番最後。JICAの理事などに派遣の再開について話してもアルジェリアの高い

危険度を理由に認めてもらえなかった。このような状況から、JDRチームに対して警備

を必要とする度合いも大きい。一人でもチームの隊員が負傷でもすれば、以後のアル

ジェリアへの派遣にも大きく影響する。完全に安全ということはないが、取るべき措置

は十分取る必要がある。他方、他の国のチームがどんどん現地で緊急援助を展開してい

るのに日本のチームだけが派遣されないというのも困る。当時、NGOからも現地にス

タッフを派遣してよいかと聞かれたが、「治安上行けないところである」と回答した。し

かし、JDRについて日本の国民の（治安の問題のある地域への派遣についての）許容度を

測ることは難しい。

●15：00　外務省、内務省

外務省 Mr. Hanza Yahla-Cherif, Director, Asie Orientale Oceanne & Pacifique,

Ministry of Foreign Affairs

Mr. Rachid Sator, Deputy Director, same as above

内務省 Mr. Farid Aissioui, In charge of Study and Synthesis, Ministry of Interior

大使館 秋吉書記官

杉下団長：全体的な日本のJDRに対する評価を聞きたい。

Mr. Hanza：アルジェリア側が期待した以上のものであったことは明言できる。発災後、外務省で

は24時間体制を取っていたが、国際的な緊急援助に関しては在日本大使館及び駐日アル

ジェリア大使からの申し入れが最も早く、そのような日本の迅速な対応とアルジェリア



－33－

側の日本の技術及び経験に対する救援ニーズが一致したことが、日本チームの迅速な派

遣につながったと理解しています。

坂田団員：震災対応の本部はどこに置かれましたか。

Mr. Hanza：首相府に置かれた。首相府に各省の非常事態対応局（National Crisis Management Cell）

が集められ、災害対策本部が設置された。国際チームの調整は外務省が所管し、例え

ば、日本からのチームが空港に到着したという情報を外務省が空港に配置している職員

から入手した場合は、外務省は首相府の同本部にその旨を連絡し、首相が活動サイトを

選定し、外務省に指示し、右を受けて外務省から空港に右指示を伝える、という指揮体

系を取った。右プロセスを経て日本チームはブーメルデス県のサイトが割り当てられ

た。コミュニケーションの問題等はなかったと認識している。

坂田団員：こちらの理解では、空港ではUNOCHAの空港レセプションセンターがアルジェリア当

局と協力して各国チームのサイト選定を進めていたと理解しているが、そうではないの

か。（これに対しては上記説明が繰り返された）また、日本チームにブーメルデス県のサ

イトを割り当てた際に、アルジェリア当局のチームも同サイトに配置したか。

Mr. Hanza：アルジェリア側のチームを同じサイトに配置し、両チームのリーダーがコミュニケー

ションを取りながら作業する体制を整えた。

坂田団員：今次災害にかかわる被害の実態、救出記録、各国チームの活動記録などをまとめた公式

な災害報告書は作成しているか。

Mr. Hanza：報告書は作成していないが、ブーメルデス県を訪問した際に当該データ、情報は入手

可能と思う。

正木団員：日本のチームの活動は被災地の人々に十分認識されていると考るか。

Mr. Hanza：被災地で自国民以外の外国の人間が救出作業をしているのを見れば、普通は二度とそ

のことは忘れない。

正木団員：日本チームの緊急援助活動によるアルジェリア側へのインパクトは。

Mr. Hanza：同チームの活動以降、日本からの援助にかかわる調査団が増えている。これもJDR効

果の一つと考える。
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１月11日（日）

●09：10　保健省

保健省 H.E. 保健大臣

Mr. Shergui M-Lamine, Dept. of International Relations保健省国際局長

Ms. Yedjoubi Afifa, Consultant in communication, Div. of Health Service

Ms. Benfeenatki Nacera, Director, Div. of Health Service

Ms. Hattali Nadia, Director, Div. of Planning and normalization

日本大使館 浦辺大使

秋吉書記官

保健大臣

（１）日本の今次緊急援助に対して心より感謝する。日本のたいへん組織的なJDRの活動を高く評価

するとともに、右活動はアルジェリアの科学技術の向上に寄与したと認識している。

（２）どんな活動においても評価することは重要であり、それとおして進歩や改善が図られると理解

している。その意味からも今回の評価調査の必要性は認識している。

（質　疑）

杉下団長：今回のJDRの活動をとおして、アルジェリア側に何らかの改善、例えば制度面などが見

られたか。

大　　臣：保健省だけでなく、関係省庁すべてにかかわることであるので、この場では統一的な回

答することは困難だが、日本のチームが極めて迅速で、効率的で、適切な活動を展開し

たことは確かである。日本からの提言等を今後の各分野の改善に役立てたいと考えてい

る。

（場所を変えて実務者からのヒアリング）

坂田団員：医療チームを評価するためには被災状況にかかわる情報・データが必要であるが、保健

省で入手することは可能か。具体的には、地域別の死者、負傷者、建物（特に病院ほか

医療施設等）の倒壊状況、ゼンムリ病院の震災前の患者数、レスキュー活動による救出

者数、遺体数、各国救援チームの活動内容など。

国際局長：保健省にはない。ブーメルデス県で入手が可能であろう。当時、15ほどの国際援助チー

ムが活動していたが、その中で４～５チームが自己完結的な救援活動を実施していた。

そのなかでも日本チームの自己完結の度合いはたいへん高かった。医療チームから供与

された医薬品及び医療資機材にはたいへん感謝している。ゼンムリでの医療チームの活

動は地元の被災者にたいへん感謝されたと認識している。
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●10：30　住宅省（CGS、CTC含）

住宅省 Dr. Mohamed Belazougui, Director, CGS

Dr. Mr. Moulay Ali B., Presidenta Director General（帰国研修員／筑波）

Mr. Kamal Nasri, Deputy Director, Div. of Technical Regulations

Ms. Benhabiles Simoucha, Deputy Director, Div. of International Coop.

日本大使館 秋吉書記官

杉下団長：専門家チームからの助言・提言はどのような点で有益であったか。

Mr. Belazougui：専門家チームから帰国前に仮の報告書（Preliminary Report）の提出があった。最終

報告書を待っているが、いまだ届いていない。日本語版はインターネットで入手できた

が、理解できない。最終レポートを送ってもらいたい。今回の評価調査に関する質問表

をもらったが、最終レポートを受け取っていない現状では正式に回答できない。とりあ

えず回答したが、正式には最終レポートを受け取ってから提出したい。技術的にも経験

の面からも専門家との意見交換は有意義であったが、残念ながら期間が短かった。最終

レポートでは多くの有用な提言が含まれているであろう。

坂田団員：当時の専門家チームに確認する必要があるが、そちらのいう仮の報告書が専門家の正式

報告書ということが考えられる。１週間ほどの活動で詳細の調査報告書を提出すること

は専門家チームのキャパシティーを越えている。

Mr. Moulay：今回のような短い期間では意見交換はできるが、その結果をもって何らかの改善に

つなげるのは難しい。専門家チームが滞在中に収集したデータの分析結果などを含めた

詳細なレポートを期待していた。

Ms. Benhabiles：専門家チームが大臣にレポートを提出したときに、チームの代表は「このレポー

トはFirst impression」と言っていた。あるフランス専門家は偶然地震の２日前にアルジェ

リアに来ており、震災後数日の間に、アルジェリアの建築基準について詳細な調査をし

て、実際に災害現場にて不適切な事例を指摘・指導するような直接的な方法を取ってい

た。このような助言・提言の方法を求める。

Mr. Moulay：提出された簡略な報告ではなく、日本の技術と経験を生かした、今後のアルジェリ

アの長期的な地震対策に有用な提言がほしかった。地震対策に関していろいろな分野が

あるが、それらを検討するのに専門家チームの滞在期間は短すぎた。防災面、新技術

（GISなど）などの分野に関しても助言、提言を期待したい。

杉下団長：本調査団は当該最終報告書の提出については約束できないが、そちらが述べられた内容

については報告書に反映させる。

正木団員：専門家チームの活動はアルジェリアの市民にどのように認識されているか。

Mr. B　 ：専門家チームの活動の結果については、アルジェリアの大学関係者、研究者、エンジニ
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アなどが参加したセミナーで報告され、テレビや新聞でも報道された。

Mr. Kamal Nasri：日本から地震の専門家が来るということを聞けば、一般の市民は日本の技術、

経験への信頼から、安心する。
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１月12日（月）

●10：10　ブーメルデス県防災局、内務省

防災局 Mr. Ladjici Toueik, Chief of Dept., Dept. of Civil Protection, Boumerdes

Mr. Yeddou Mohamed, Chief of Principal Unit, Dept. of Civil Protection

Mr. Kherrousi Zaine, Director, Dept. of Civil Protection

内務省 Mr. Aissiaoui Farid, Director, Div. of Study and Synthesis, Ministry of Interior

日本大使館 原書記官

秋吉書記官

杉下団長：今次地震災害に対して各国から救助チームが派遣されてきたが、防災局はこれらのチー

ムとの情報交換・管理をどのように行ったか。

防  災  局：毎朝８時から定例のミーティングを開催し、防災局より各チームに対して被災情報を

更新するとともに救助作業の進捗について概要を説明した。各国チームからは前日の救

助作業の報告を受け、作業を進めるうえでの問題点や必要な便宜供与事項を確認した。

正木団員：国連との連携はどのように図られたか。

防  災  局：国連チームに対して防災局内にスペースを提供し、毎朝の定例会合を合同で行った。

正木団員：メディア関係者も同会合に参加していたか。

防  災  局：参加していた。

芹田団員：海外から民間の救援チームの支援もあったか。

防 災 局：フランスなどは官・民両方のチームが派遣されてきた。官ベースのチームだけでなく、

多くの民間チームが派遣された理由としては、まず地理的な近さとともに普段からの両

国間の緊密な関係がある。くわえて言葉の問題がないことがあげられる。

坂田団員：今次災害の被害状況（死者、負傷者、倒壊建物等）及び各国チームの活動・救助実績につ

いてのデータを入手したい。

防  災  局：正式なデータは災害対策本部（National Cell of Crisis Management）が作成中である。同

本部に確認して後日提供する。防災局としては復旧に関して同本部の方針（優先事業）に

基づき学校の再開やインフラの整備など復旧・復興作業を進めている。

坂田団員：日本のJDRはいかにブーメルデス県の救援活動に貢献したと考えるか。

防 災 局：日本チームの貢献は認めるが、重要なことは救出された犠牲者の数などの数字ではなく、

遙か遠い日本から震災直後の悲惨な状況の時にJDRが救援に駆けつけてくれたこと。そ

のことが被災した市民に対して心理的な支えとなった。それが重要であり、また、今次

災害で国内の救助チームと各国チームが協力して救助活動を展開したが、それぞれの
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チームが技術や経験を学びあえたことも有益であった。

坂田団員：各国チームの救助実績表のなかで日本チームの遺体救出数が記録されていなかった。５

遺体を救出したことは事実であるので右修正をお願いしたい。また、トルコチームに関

して生存者救出実績がなかったが、日本チームが生存者を救出したときはトルコチーム

との合同作業であったため、トルコチームにも救出数を記録してもらいたい。

防  災  局：了解した。

芹田団員：今次震災にかかわる救援活動について誰がイニシアティブを取ったか。

防  災  局：どのような国も地震に対して十分準備できているという状況はない。アルジェリアで

も平時から子供への防災教育（アラートへの対応、どのように災害時に身を守るか等）を

実施している。同様に大人や諸機関・組織に対しても徹底を図っている。

Mr. Aission：震災の１時間後に通信が途絶したが、内務省はその数時間後に担当職員らを現場に派

遣し、被災状況を把握するとともに市民に対して避難の手段などについて指導した。

正木団員：JDRが日本から派遣されたことについて一般の市民は知っているか。

防 災 局：日本チームが到着したことはテレビなどのメディアをとおして報じられている。ただ、

各国の救援チームの活動期間は数日間であり、直接市民とコミュニケーションを取る機

会は少ない。コミュニケーションができたのは救助作業を合同で行ったスタッフや救出

された人などに限られる。ただ、日本チームのテントは子供たちの関心の的であったこ

とは聞いている。

杉下団長：今回のJDRの派遣はアルジェリア政府から日本政府に対する要請に基づくものである

が、ブーメルデス県当局はその要請の課程にどのようにかかわったか。

防  災  局：まず内務大臣が現場に入り、その後大統領が現場を視察し、災害の規模を確認したう

えで国際チームの支援が必要と判断し、要請した。

●12：40　ブーメルデス県保健局

保健局 Dr. M. Naamani, Director, Division of Health and Housing, Dept. of Health

内務省 Mr. Aissiaoui Farid, In charge of Study and Synthesis, Ministry of Interior

日本大使館 秋吉書記官

Director：日本の医療チームは迅速に派遣され、当局の求めに応じ、最も被害がひどかった地域を

サイトで救援活動を行った。心より医療チームの活動に対して感謝する。当時のゼンム

リのキャンプは既に被災民テントは撤去されて、供与された資機材についても同キャン
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プから移動させた。現在はゼンムリ近郊の仮設病院（トレイラーズ・サイト）で活用して

いる。

杉下団長：日本チームの貢献に満足しているか。

Director：十分満足している。医療チームの活動期間中、ゼンムリだけでなく近郊の地域からも診

療のために訪れた市民もおり、毎日多くの市民とチームが接することで、日本人とゼン

ムリ市民との距離が縮まるなどのよい影響が生じたと考える。

杉下団長：文化的な問題などは聞いていないか。

Director：聞いていない。

鈴木団員：被災民キャンプでは日本チームのほかにアルジェリアチームが医療活動を行っていた

が、被災民はどのように判断してどちらのチームに診てもらったのか。

Director：アルジェリアチームは主に小児科、歯科の専門医を配置した。

鈴木団員：日本チームが大きな余震の後に夜間キャンプに戻り診療を行ったことについてどう考え

るか。

坂田団員：その事実を知っていたか。

Director：知らなかった。

●13：45　ブーメルデス大学

ブーメルデス大学

Ms. Kesri Rafika, Rector, Univ. of Boumerdes学長

Mr. Tairi Abdelaziz, Vice Rector

内務省 Mr. Aissiaoui Farid, Director, Div. of Study and Synthesis, Ministry of Interior

日本大使館 秋吉書記官

学　　長：震災当時の日本の救援活動に対して心より感謝する。同大学も甚大な被害を受けた。46

名が死亡し、500家族の家屋が倒壊した。大学関係の建物のうち80％が被害を受け、倒

壊したものもあった。

杉下団長：専門家チームの報告は届いているか。

学　　長：専門家チームが去る６月に大学を訪れ、工学及び地震学関係者とともに活動した。被災

した建築物の倒壊の形態などについて助言を受けたが、活動期間は短かった。正式な報

告を受けているのは外務省であると思うが、大学としては報告書自体は受け取っていな

い。

正木団員：専門家チームの活動は市民に知られているか。
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Mr. Aissin：専門家チームに関しては、内務省の危機管理局職員が一括して対応しており、大学関

係者以外、一般市民との接触する機会はほとんどなかった。

正木団員：専門家チームの活動内容について大学の年報などに記載する予定はあるか。

Mr. Aissin：内務省の危機管理局の所管である。

ブーメルデス県庁

ブーメルデス県

Mr. Khenaka Azesoine, Director, Div. of  Public Works, Dept. of C.P.

内務省 Mr. Aissiaoui Farid, In charge of Study and Synthesis, Ministry of Interior

日本大使館 原書記官

秋吉書記官

杉下団長：JDRの活動に対する印象を聞きたい。

Mr. Azosioine：日本チームの地震に関する経験の深さ、派遣の迅速性を目の当たりにしたことは

ブーメルデス県にとってよい刺激が与えられたと理解している。そのような日本チーム

を受け入れることができて誠に光栄である。去る９月にスイスで開催された先般の震災

に対する国際連携にかかわるレビュー会合にて日本政府に対して感謝の意を伝えた。

坂田団員：ブーメルデスでの被災状況に関して死者数、負傷者数、倒壊建物数などの詳細なデータ

が入手したい。

Mr. Azosione：死者約1400名、負傷者約11000名。被災後1.5か月間で28000テントを被災民に供給し

た。また、医療センターや精神センターも設置した。

坂田団員：ゼンムリは行政区画としては、市、町あるいは区となるのか。同じ行政区がブーメルデ

ス内にいくつあるか。そのなかでのゼンムリの被災規模を確認したい。

Mr. Azosione：ゼンムリの行政区は「コミューン」。ブーメルデス県内に32のコミューンがある。各

コミューンの被災規模を比較するデータは県にはないが、ゼンムリが最も被害が大き

かったコミューンであることは事実である。
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１月13日（火）

●10：35　ゼンムリ／救助チーム活動サイト

調査団は、救助チームの活動現場であったブーメルデス県ゼンムリ・エル・バーリのホテル「コ

ンプレックス・ル・ロータス」を視察したが、冒頭、同ホテル・オーナーの兄アイサ・アデム氏よ

り当時のホテル倒壊の一連の写真及びホテル見取り図を用いて被害状況の説明があった。引き続き

行われた質疑応答の内容は以下のとおり。

坂田団員：震災時の死亡者、負傷者などゼンムリの被害状況を確認したい。

ゼンムリ・コミューン職員：死者約180人、負傷者約1000人。

坂田団員：日本のレスキューチームはどのようにプロセスで捜索救助活動に着手したのか。

アデム氏：弟（ホテルのオーナー）や周りに集まった住民が犠牲者の埋まっているところを指摘し

て、それに従ってチームが作業をした。チームの隊員は住民とコミュニケーションを取

りながら作業を進めていた。

坂田団員：日本チームの活動ぶりについてどのような印象を持っているか。

アデム氏：日本チームの隊員はただ黙々と救助活動に続けていた。チームの組織的な作業方法から

多くを学んだ。シフト制を敷いて活動していたが、シフト間の交替も素早くかつスムー

ズだった。救助活動に対する士気も高かった。遙か遠くの国からゼンムリの犠牲者を助

けるためにやって来てくれた日本チームに対し、いくら感謝しても感謝しきれない。

（別れ際に、当時レスキューチームにホテルから手交された感謝状を改めて授与され

た。）

●11：30　ゼンムリ／医療チーム活動サイト

当時の医療チームの活動サイトであったゼンムリのサッカースタジアムを視察したが、被災民テ

ントは完全に撤去され、また、地震の被害を受けたゼンムリ病院も取り壊されていた。同病院の機

能は近隣の仮設病院（プレハブ）に移されていた。同プレハブ病院にて、ゼンムリ病院のウワリー院

長ほか関係者にインタビューした。

坂田団員：日本の医療チームについてどのような印象を持っているか。

ウワリー院長：医療テントは違ったが、同じ被災民キャンプの中で一緒に働いた。日本チームがゼ

ンムリのキャンプで被災民に医療サービスを提供してくれたことに対して心より感謝す

る。ゼンムリ病院も一部倒壊するなど機能不全の状態であり、日本の医療チームには右

病院の一部機能を支援してもらった。
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Dr. グラムリア（赤新月）：日本の医療チームの活動は極めて価値が高く、キャンプ内の医療チーム

の中でも最も目立っていた。患者からの印象は、日本チームの隊員は誠実でたいへんま

じめで、安心して診てもらえるとうものであった。

坂田団員：キャンプ内外で、JDRに対する市民の評判はとのようであったか。

Dr. ウワリー院長：一人ひとりに聞いた訳ではないが、毎日日本チームのテントに押し寄せる患者

の波を見れば、市民がどれだけ日本チームを信頼していたかがわかる。

坂田団員：供与資機材については現在どうなっているか。

Dr. ウワリー院長：市の中心部のボーディムネール病院で管理し現在も活用している。

防災局教育・訓練センター

同センターにおいて被災概況詳細、震災に対する防災局の対応プロセス、海外からの救援チーム

実績、海外からの物資供与実績などについて一連の説明を受けた。（別添３：内務省／防災局資料）

各国チームの活動実績一覧において日本チームの部分で、レスキューチームは61名と記載されて

いたが、医師及び救助犬の部分が「なし」となっていたため、医師２名、看護師２名、救助犬２頭、

さらに医療チーム22名（医師４，看護し７、薬剤師１、他10名）について修正するよう依頼し、了解

の旨を確認した。
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１月14日（水）

●09：35　UNDP

UNDP Mr. Henri Fransois Morand, Deputy Resident Representative,

Mr. Moncef Ghrib, Programme Advisor

Mr. Djahida Bdukhalfa, Programme Advisor

Mr. Francis Dubois, Officer in Charge

日本大使館 秋吉書記官

芹田団員：震災時、誰がUNの中でイニシアチブを取ったのか。

Mr. Francis：去る９月、スイスにてUNOCHAの主催でINSARAG（国際捜索救助諮問グループ）参加

国が集まり、アルジェリア当局からの参加も得て、アルジェリア地震の際の捜索救助オ

ペレーションに関してレビュー会合を開催した。会合では、あくまでUN／INSARAGは

被災国政府当局の救助活動を支援すること、INSARAGガイドラインに沿って国際連携

のもとで活動すること、OSOCCの効果的な運営などについて話し合った。

芹田団員：空港のレセプション・センターにおいて日本チームとのコンタクトはあったか。

Mr. Francis：個別にコンタクトはしていない。

坂田団員：空港到着からサイト選定までのプロセスのなかで日本チームはUNの調整にどのように

かかわったか。

Mr.Francis：詳しくはわからないが、在日本大使館と密接に連携して行動していたことが印象に

残っている。

坂田団員：外務省で海外からのチームに対する活動サイトの割り当てをどのように行ったか聞いた

際、担当官は、外務省の空港スタッフから各チームの隊員構成、規模等の情報を外務本

省危機対策局に伝え、そこから首相府の危機対策本部に右情報を伝えられ、首相が具体

的なサイトを外務省に伝え、空港スタッフを通じて各チームに指示された、との説明が

あった。私の理解では、そのプロセスのなかにUNあるいはレセプション・センターが

関与するはずだが、それが欠けていたので確認したかった。

Mr. Henri：被災国当局とUNとの関係には微妙なものがある。主体はアルジェリア当局で、UNは

あくまでサポートする側であるとし、調整することの重要性は皆わかっているが、誰も

調整されたくないし、調整する側にもなりたくない。

斉藤団員：日本の医療チームについて知っていたか。

Mr. Francis：レスキューチームと一緒にカウントしていた。

正木団員：専門家チームを合わせて日本から３チーム来ていたが。



－44－

Mr. Francis：日本大使館の山田書記官をとおして日本からの３チームについてはよく知っている。

●11：05　トリビューン紙

トリビューン Mr. Ghazali Abdelkrim, Director, Edition

Mr. Tagaroute Madelkrim, Chief Editor

Mr. Gherab Hasene, Editor

Mr. Hamidouche Youmes, Journalist

Mr. Mamart Yahmaud, Journalist

Mr. Yakoul Hasna, Journalist

Ms. Nokrani Karim, Journalist

Mr. Nechti Lyes, Journalist

日本大使館 秋吉書記官

杉下団長：地震発生後、どのように正確な被災情報を入手したか。

Mr. Ghazali：毎日被災地へ記者を派遣し、記者はいろいろなソースから情報を入手するよう努め

た。情報収集の体制としては、スタッフを①被災状況、②救援活動、③地震関連の専門

家とのコンタクトという3タスクに分けて取材した。

Ms. Nokrani：日本の医療チームを取材したが、初日から精力的に活動しており毎日休みなく集中

的に仕事をしていたという印象を持っている。

正木団員：日本チームのアルジェリアへの派遣についてどこから情報を得たか。

Mr. Ghazali：大使館の担当書記官から入手。

正木団員：日本から救助チーム、医療チームに加えて専門家チームがアルジェリアに派遣されたこ

とを知っていたか。

Mr. Ghazali：日本が地震多発国であることはよく知られている。記者としては日本から専門家チー

ムが来ると聞けば、彼らがどんな分析をするか大きな関心をもつ。

宮崎団員：医療チームを取材したときの小林団長の対応はどうだったか。

Ms. Nokrani：インタビューは長時間にわたったが、活動の詳細など十分必要な情報を入手できた。

たいへんいい印象が残っている。
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●14：00　公共事業省

公共事業省 Mr. Boudaba Youcef, General Director, Technical Control of Public Works

Mr. Dhidheli Zahir, Director, Research Department

Mr. Necib Hocine, Director, Roads Department

Mr. Daoud Abdehafid, Director, Airport Infrastructure Department

Mr. Djiar Youcef, Deputy Director, Bridge Department

Ms. Aiche Aicha, Inspector

日本大使館 秋吉書記官

杉下団長：先回のアルジェリア地震に対して日本から救助チーム、医療チーム及び地震関連の専門

家チームが派遣されたが、右専門家チームの貢献度合いを伺いたい。

Mr. Boudaba：震災時の日本からの支援に深く感謝したい。日本の地震に関する経験及び技術はア

ルジェリアにとってたいへん有用と考える。

坂田団員：CTCから専門家チームの報告書は入手したか。

Mr. Boudaba：受け取っていない。ただ、公共事業省内にCTCのカウンターパート機関があるの

で、そちらに届いているかもしれない。同報告書については技術面での助言・提言を期

待している。レポートの提出ではなく、我々としてはこれからの復旧・復興に必要な協

力に関心がある。

正木団員：専門家チームのプレゼンスはどうだったか。

Mr. Dhidheli：心理的に日本チームの存在は大きく、激励の言葉をかけてもらったことが大きな励

みとなった。日本からの救援は、我々の復旧・復興事業に対する邁進の度合いを加速さ

せるのに大いに貢献した。

　専門家チームは、救助チームや医療チームほどVisibleではないが、専門家チームがア

ルジェリア市民に与えた心理的な安定・安寧は大きい。専門家チームの支援を市民に伝

えるのは我々の役割であると思っている。私たちの仕事はまだ終わっていない。今後も

協力が続くことを期待する。

斉藤団員：専門家チームの活動は効率・効果的であったか。

Positiveな面ではメディアなどで広報されたためプレゼンスが大きくなったこと。

Negativeな面としてはレポートがないこと。

斉藤団員：派遣のタイミングは、及びチームの構成はどうであったか。

Mr. Boudaba：派遣のタイミングはたいへん迅速であった。日本は地震分野の技術に関してはアル



－46－

ジェリアと日本は友好国であると思っている。今後の協力の進展に期待したい。

●15：25　内務省

Commissary Saadi, Department of National Security

Captain Nenguelati, Department of Civil Protection

Mr. Aissiaoui Farid, Director, Div. of Study and Synthesis, Ministry of Interior

内務省にて以下のとおり最新の被害状況を確認した。

死　者 ： 2,287名

負傷者 ：11,450名

倒壊建物：208,043棟

被災家族： 43,980家族（約250,000名）

●17：20　大使報告

大使館 浦辺大使

今村参事官

秋吉書記官

杉下団長より次のとおり総括報告した。

（１） 今回の評価調査をとおしてJDRがアルジェリア側からたいへん感謝されていることを感じた。

JDRの活動そのものによるところも大きいと思うが、くわえて在日本大使館を通じた広報活動に

もよるところが大きい。日常からの現地メディアとの良好な関係が今回のような情報提供の迅速

さにつながったものと思う。とにかく先方からは、遠い国から迅速に飛んで来てくれた、という

印象が強かった。

（２） 治安に問題のある地域でのJDRが活動を展開する際の治安・安全リスクと人道的な国際貢献

の関係（バランス）という問題がある。今回の医療チームは余震の被災者への救援を目的として夜

間にアルジェからゼンムリに移動したが、この行動はアルジェ当局には知られていない。「行っ

たことへのチームとしての満足感」に比べて「成果（実際の夜間診療患者数）はそれほどでもなかっ

た」ことを見ると、ハイリスク、ハイリターンの考え方からしても、そこまでやらなくてもよかっ

たのではないか、という気もする。実際にこのときに何らかの事故が医療チームに発生していた

とすると、そのときの責任の所在はどこに、誰にあったのか、大使なのか、団長なのか、事務局

長なのか、が不明である。今後、問題が生ずる前に体制を整えておく必要がある。

（３） 専門家チームの報告書について詳細版の提出を求められた。必ず送付すべき。

（４）坂田より補完。（既述「報告要旨」のとおり）





























































































－92－

別添８：救助チーム及び医療チーム資機材写真

（救助チーム）

（医療チーム）
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